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近年の火山監視体制
２００２年 気象庁、火山監視・情報センター業務開始

集中監視体制へ、観測の多項目化、関係機関のデータ活用

２００７年 噴火警戒レベル導入（噴火警報、予報発表の開始）

２００９年 火山噴火予知連絡会が４７火山を選定

２００９～１１年 ４７火山での観測体制整備
ボアホール機器を基軸と
した高品位観測

気象庁の火山観測点数の推移気象庁火山監視・情報センター



噴火警戒レベル
噴火警戒レベルの説明。現在29火山に導入済み



平常時からの共同検討体制

噴火シナリオ噴火シナリオ

いつ危険か

どこが危険か

どこへ・どの
ように避難

いつ・どこから
避難するか

火山防災協議会（コアグループ）火山防災協議会（コアグループ）

火山防災協議会（コアグループ火山防災協議会（コアグループ＊＊）での共同検討）での共同検討
＊＊都道府県、市町村、気象台、砂防部局、火山専門家等により構成都道府県、市町村、気象台、砂防部局、火山専門家等により構成

ハザードマップハザードマップ

避 難 計 画避 難 計 画

火山防災マップ火山防災マップ
火山防災協議会での共同検討火山防災協議会での共同検討

防 災 訓 練防 災 訓 練

都道府県、市町村、国の地方支分部局（管区・地方気象台等、地方整備局・砂防担当事務所、
森林管理局・署、地方測量部、地方環境事務所、自然保護官事務所、海上保安本部等）、
自衛隊、都道府県警察、消防機関及び火山噴火予知連絡会委員等の火山専門家、
必要に応じて、輸送・通信・電気・ガスその他の公益的事業を営む指定地方公共機関、
医療や衛生等の専門家、日本赤十字社等

顔の見える関係を構築し、防災対応のイメージを共有する顔の見える関係を構築し、防災対応のイメージを共有する

噴火警戒レベル噴火警戒レベル

いつ・どこが危険か

住民への周知



最近の事例（新燃岳）

改訂された噴火シナリオ（火砕流バージョン）



最近の事例（伊豆東部火山群）
伊豆東部火山群の火山防災対策検討会

(事務局)

静岡県警察本部

静岡県東部危機管理局

気象庁地震予知情報課

海上保安庁
下田海上保安部

熱海市

伊東市

伊豆市

中部地方整備局

静岡地方気象台

静岡県危機管理部

気象庁火山課

火山専門家

内閣府(防災)

静岡県砂防課



課題

火山監視体制

・監視観測体制の強化
火山監視・情報センター

・調査研究体制の強化
大学や研究機関との連携

火山防災体制

・火山防災協議会体制の強化 （顔の見える関係）

地方気象台火山防災官、火山防災連絡事務所

人材育成


